
都道府県番号 ４４

都道府県名 大分県

Ⅰ 学力向上推進地域名及び学校数、学力向上フロンティアスクール数

学力向上推進地域名 小学校 中学校 計
( ﾌﾛﾝﾃｨｱｽｸｰﾙ ) ( ﾌﾛﾝﾃｨｱｽｸｰﾙ ) ( ﾌﾛﾝﾃｨｱｽｸｰﾙ )うち 数 うち 数 うち 数

大分県 ３４７ 校 １４３ 校 ４９０ 校
学力向上推進協議会 （ ２２ 校） （ １５ 校） （ ３７ 校）

Ⅱ 学力向上推進協議会（地区別協議会）の設置数及び域内の学校数

地区別協議会名 小学校 中学校 計
( ﾌﾛﾝﾃｨｱｽｸｰﾙ ) ( ﾌﾛﾝﾃｨｱｽｸｰﾙ ) ( ﾌﾛﾝﾃｨｱｽｸｰﾙ )うち 数 うち 数 うち 数

６７ 校 ２６ 校 ９３ 校① 中津教育事務所
（ ３ 校） （ ２ 校） （ ５ 校）学校間連携推進

地域連絡会

５４ 校 ２４ 校 ７８ 校② 別府教育事務所
（ ２ 校） （ ３ 校） （ ５ 校）学校間連携推進

地域連絡会

１００ 校 ４１ 校 １４１ 校③ 大分教育事務所
（ ４ 校） （ ３ 校） （ ７ 校）学校間連携推進

地域連絡会

３６ 校 １４ 校 ５０ 校④ 佐伯教育事務所
（ ３ 校） （ ３ 校） （ ６ 校）学校間連携推進

地域連絡会

４０ 校 １５ 校 ５５ 校⑤ 竹田教育事務所
（ ６ 校） （ ２ 校） （ ８ 校）学校間連携推進

地域連絡会

５０ 校 ２３ 校 ７３ 校⑥ 日田教育事務所
（ ４ 校） （ ２ 校） （ ６ 校）学校間連携推進

地域連絡会

Ⅲ 都道府県教育委員会としての支援策

（１） 地区別協議会に対して
・指導主事が２名参加して、学力向上の取組に関する指導・助言を行う （年。
３回）

・地域内の教育課題解決に向けた協議とともに、学力向上フロンティアスクー
ルの取組の発表等、学力向上の具体的な方策を提案するよう指導している。

・学習指導要領の一部改正の経緯、要点等についての説明を行った。

（２） 域内の各小・中学校に対して（含：学力向上フロンティアスクール）に対
して

・指導主事の学校訪問（フロンティアスクールは年間４回）による指導・助言
及び各フロンティアスクールの取組等の情報提供を行っている。

（３） 実践研究の成果の普及の方策の構築
・フロンティアスクールの研究発表会（中間発表会等）を実施し、県内に学力
向上を図る特色ある取組を普及している。

・フロンティアスクールの研究成果を基にした指導資料を作成し、全教職員に
配布し成果の普及を図る。



Ⅳ 学力把握のための都道府県としての取組について

○ 全ての公立小・中学校を対象に「基礎・基本の定着状況調査」を実施した。
・調査の目的
学習指導手要領の内容の定着状況を客観的に把握し、指導方法、指導内容
の工夫改善に生かし、学力向上を図る。

・調査対象学年、教科、範囲
小学校第５学年：国語、算数 前学年の学習内容
中学校第２学年：国語、数学、英語 前学年の学習内容

・調査の時期
小学校：１１月 中学校：１０月

・調査結果及びその活用
結果を報告書のまとめて各市町村、各小・中学校に配布し、各地域や各学
校の取組の充実に生かす。

※学力検査に併せて学習に関する意識や実態についての質問紙調査を実施
し、その結果についても報告書にまとめた。

Ⅴ 学力向上推進協議会について

（１） 開催時期及び参加対象

○第１回 平成１５年４月１８日（金）
学校教育課課長補佐、指導主事、各教育事務所指導課長

○第２回 平成１５年７月１日（火）
学校教育課課長補佐、指導主事、各教育事務所指導課長

○第３回 平成１６年２月２７日（金）
学校教育課課長補佐、指導主事、各教育事務所指導課長

（２） 協議会の主な内容等

○ 第１回
（趣 旨） 平成１５年度の本事業の円滑な実施に向けた協議
（主な協議内容）

・学校間連携推進地域連絡会の年間計画について
・フロンティアスクールの研究発表会について

（協議会の中で報告された内容）
・年３回の学校間連携推進地域連絡会の運営の在り方
・フロンティアスクールの研究の進め方と研究発表会のもち方

○ 第２回
（趣 旨） 学力向上を図る方策についての協議
（主な協議内容）

・フロンティアスクールの取組状況
・学校間連携推進地域連絡会の実施報告

（協議会の中で報告された内容）
・フロンティアスクールの研究成果の普及について

○ 第３回
（趣 旨） 今年度の成果と課題についての協議
（主な協議内容）

・フロンティアスクールの研究成果と普及
・研究発表会の運営について
・学校間連携推進地域連絡会の実施報告

（協議会の中で報告された内容）
・各学校の学力向上に向けた取組の広がりについて
・来年度の研究発表会の日程調整について
・学校間連携推進地域連絡会の成果と課題について



Ⅵ 実施計画書において示した「事業評価の実施方法・内容」とその進捗状況

○ 事業評価の実施方法・内容
・指導主事による学校訪問（年間４回）での評価
・進捗状況調査票（標準学力検査を含む）及び報告書等による評価
・学校間連携推進地域連絡会における発表会等による評価

○ 進捗状況（成果及び課題等）
・校内研修会における指導・助言を通して、指導主事による評価を行い、次回
訪問時の指導・助言に生かしている。それにより、指導方法の工夫改善に実
践的に取り組み、わかる授業づくりが推進された。
・進捗状況調査票の提出を依頼し、研究成果を適切に評価させ、次年度に繋げ
ていくようにしている。
・学校間連携推進地域連絡会での発表などにより、習熟度別指導等の成果が普
及され、指導体制の改善に積極的に取り組む学校が増えてきた。しかし一方
で 「はじめに指導体制ありき」で学校や児童生徒の実態を軽視した取組も、
見られた。

【地区別協議会における特色ある取組】

○ 地区内の学校に対する支援策
、 。・ タイムリーな協議内容にすることにより 現場のニーズに応えるようにした

（例 「二学期制導入の意義と取組の現状 （別府管内学校間連携推進地域連絡会）） 」
「学校自己評価の取組について （全ての学校間連携推進地域連絡会）」
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